


























様式１－１
（用紙Ａ４）

令和○○年○○月○○日

分任支出負担行為担当官
○○森林管理署長 殿

住 所 〒○○○－○○○○
○○県○○市○○番

代表者 ○○○株式会社
代表取締役社長

○○ ○○

競争参加資格確認申請書及び技術提案書の提出について

令和○○年○○月○○日付けで公告のありました○○○○事業の受注を希望した
いので、事業期間の設定や工程管理及び事業実施に必要な有資格者の配置について
は、図面及び仕様書等に定める標準案（技術提案書が不採用の場合も含む）や当社
負担により追加提案した技術提案書に従って実施することを誓約した上で、下記の
競争参加資格申請書及び技術提案書を提出いたします。
なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者

でないこと及び提出書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 事業計画の工程管理（様式２）
２ 事業の計画・実施に係わる提案（様式３）
３ 同種の事業の実績（様式４）（該当する場合は付表）
４ （様式４）に係る証明書の写し
５ 事業成績評定の平均点計算書（様式５）
６ （様式５）に係る証明書の写し
７ 企業の事業実績（様式６）
８ （様式６）に係る証明書の写し
９ 配置予定技術者（現場代理人）の資格等（様式７）
10 （様式７）に係る証明書の写し
11 従事予定者の資格・研修受講の有無（様式８）
12 （様式８）に係る証明書の写し
13 地域への貢献（様式９）
14 （様式９）に係る証明書の写し
15 従業員の雇用形態・地元雇用・月給制（様式10・12）
16 従業員名簿（様式11）
17 （様式11）に係る証明書の写し
18 企業の信頼性（様式12）
19 （様式12）に係る証明書の写し
20 農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（様式13)
21 従業員への賃金引上げ計画の表明（様式14）
22 問い合わせ先

担当者名 ： ○○ ○○
部 署 ： （株）○○○○ ○○部○○課
電話番号 ： （代）○○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］

※１ 申請書及び技術提案書のサイズはＡ４とする。
※２ 返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加

えた郵送料金の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出してください。



[○／○]



様式１－２
（用紙Ａ４）

令和○○年○○月○○日

分任支出負担行為担当官
○○森林管理署長 殿

住 所 〒○○○－○○○○
○○県○○市○○番

代表者 ○○○株式会社
代表取締役社長

○○ ○○

競争参加資格確認申請書及び技術提案書の提出について

令和○○年○○月○○日付けで公告のありました○○○○事業の受注を希望した
いので、事業期間の設定や工程管理及び事業実施に必要な有資格者の配置について
は、図面及び仕様書等に定める標準案（技術提案書が不採用の場合も含む）や当社
負担により追加提案した技術提案書に従って実施することを誓約した上で、下記の
競争参加資格申請書及び技術提案書を提出いたします。
今事業は、令和○年度国有林野事業における技術提案資料等の簡素化対象事業で

あるため、様式１別添により提出書類を省略します。
なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者

でないこと及び提出書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 簡素化対象事業時提出書類（様式１添付）
２ 事業計画の工程管理（様式２）
３ 事業の計画・実施に係わる提案（様式３）
４ 同種の事業の実績（様式４）（該当する場合は付表）
５ （様式４）に係る証明書の写し
６ 事業成績評定の平均点計算書（様式５）
７ （様式５）に係る証明書の写し
８ 企業の事業実績（様式６）
９ （様式６）に係る証明書の写し
10 配置予定技術者（現場代理人）の資格等（様式７）
11 （様式７）に係る証明書の写し
12 従事予定者の資格・研修受講の有無（様式８）
13 （様式８）に係る証明書の写し
14 地域への貢献（様式９）
15 （様式９）に係る証明書の写し
16 従業員の雇用形態・地元雇用・月給制（様式10・12）
17 従業員名簿（様式11）
18 （様式11）に係る証明書の写し
19 企業の信頼性（様式12）
20 （様式12）に係る証明書の写し
21 農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（様式13)
22 従業員への賃金引上げ計画の表明（様式14）
23 問い合わせ先

担当者名 ： ○○ ○○
部 署 ： （株）○○○○ ○○部○○課
電話番号 ： （代）○○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］

※１ 申請書及び技術提案書のサイズはＡ４とする。
※２ 返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加

えた郵送料金の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出してください。



[○／○]



様式１別添

提出書類一覧 （○○○○事業）

様式名称 添付書類 提出確認 省略する場合

資格審査結果通知書(全省庁統一資格)【写】 提出／省略 【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に提
出済み。（内容に異同はない。）

都道府県知事からの認定証明書類【写】 提出／省略

様式１ 【表紙】 有／無

様式２ 【事業計画の工程管理】 有／無

様式３ 【事業の計画・実施に係わる提案】 有／無

様式４ 【同種の事業の実績】 有／無 （※改善措置用）付表は省略不可

契約書・事業成績評定通知 提出／省略 【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に提
書【写】 出済み。（内容に異同はない。）

様式５ 【事業成績評定の平均点計算書】 有／無

事業成績評定通知書【写】 提出／省略 【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に提
出済み。（内容に異同はない。）

様式６ 参考図書 有／無
【企業の事業実績】 （必要に応じて）

様式７ 【配置予定技術者（現場代理人）の資 有／無
格等】

契約書【写】 提出／省略 【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に提
出済み。（内容に異同はない。）

資格者証【写】 提出／省略 【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に提
出済み。（内容に異同はない。）

様式８ 【従事予定者の資格・研修受講の有無】 有／無

終了証等【写】 提出／省略 【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に提
出済み。（内容に異同はない。）

様式９ 参考図書 有／無
【地域への貢献】 （必要に応じて）

様式１０ 参考図書
【従業員の雇用形態 （必要に応じて） 有／無
・地元雇用・月給制】

様式１１ 参考図書 有／無
【従業員名簿】 （必要に応じて）

様式１２ 参考図書 有／無
【企業の信頼性】 （必要に応じて）

様式１３ 有／無
【農林水産業・食品産業の作業安全のための規範】

様式１４【賃上げ実施の表明】 有／無

注１：様式４・５・７・８の添付資料について、内容に異同がない場合に限り当年度の入札参加時に提出



した当該資料をもって、提出を省略することができる。この場合は省略に○を付け、当該資料を提
出した入札の情報を記載すること。また、一部再提出の場合は（提出／省略）両方に○を付け『○
○地区事業（○月○日入札）に○○提出済み。』と記載する。



様式２

■工程管理に係わる工夫・提案

　　月 　　月 　　月 　　月
10　20

　　月
10　20 10　20

（注１）事業期間が複数年にわたる場合は各年度ごとに作成を行う。

（注２）初年度及び2年度にあっては毎年度1回以上の部分払（部分検査）を計画し、その時期を明示すること。また、最終年度は完成払（完了検査）の時期を明示すること。

10　20
項　　　目 　　月 　　月 　　月 　　月 　　月

10　20 10　20 10　20
単位 数量

10　20 10　20
備　　　考

事　業　計　画　の　工　程　管　理

工　程　表
事業名：○○○○事業

会社名：

10　20



（注３）年度ごとの間伐等予定区域、路網整備予定線及び植付が判読できる図面を添付すること。

[○／○]



様式３

事業の計画・実施に係わる提案
（事業名：○○○○事業）

会社名：

摘
項 目 具体的な対策方法

要

事業計画上の考慮事項
Ａ□ に係わる工夫・提案

（実施手順、次年度以
Ｂ□ 降の施業等への配慮

等）

自然環境への配慮、生
Ａ□ 産性向上に係わる工夫

・提案（現地の環境条
Ｂ□ 件（地形、地質、環境、

地域特性等への配慮）、
生産性向上への取組）

Ａ□ 品質管理に係わる工夫
・提案（資材の品質の

Ｂ□ 確認方法、管理方法）

Ａ□ 安全対策に係わる工夫
・提案（作業時の安全

Ｂ□ 確保に関する具体的取
組）
一貫作業における効率
化の工夫（造林経費削

Ａ□ 減のため、集材、枝条
整理等の作業を的確に

Ｂ□ 実施する具体的取組が
提案されているか）
一貫作業における効率
化の工夫（林業機械等

Ａ□ を活用して造林作業を
省力・省略化するため

Ｂ□ の具体的取組が提案さ
れているか）
一貫作業における効率
化の工夫（確実な更新

Ａ□ と保育経費の削減のた
め、植栽木の成長促進、

Ｂ□ 下層植生の繁茂抑制等
に係る具体的な取組が
提案されているか）

Ａ□ 複数年度にわたる事業
における効率化の工夫

Ｂ□

Ａ□ 複数年度にわたる事業



における森林作業道の
Ｂ□ 計画・施工及び保全管

理の工夫

複数年度にわたる事業
Ａ□ で植栽を含む一貫作業

による苗木植栽計画の
Ｂ□ 明示

注１）項目ごとに摘要欄の該当する□を■にすること。
Ａ＝項目の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準

案に基づき実施します。
Ｂ＝項目の技術提案については、標準案に基づき実施します。

注２）標準案は、図面、仕様書等によるものとし、事業の遂行にあたり通常実施すべき内容や標準
案と同等又は達しない内容は記載しないこと。

注３）記載する技術提案は、実施内容が具体的に評価等可能な明確なものとし、かつ、当該技術提
案が標準案以上であることを図面及び仕様書等と比較して明確に判断できるように記載するこ
と。

注４）参考図書を添付する場合は、別にＡ４で２枚までとすること。

[○／○]



様式４
同 種 の 事 業 の 実 績

商号又は名称：

項 目

事 事 業 名

業 発 注 機 関 名

名 履 行 場 所

称 契 約 金 額

等 履 行 期 間

事

業 事 業 の 内 容

の

概

要
事業の履行条件その他

等

（備考）１ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４とする。
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履
行期限、発注機関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした
契約書又は発注者が発出した下請負承認書等の写し。）を添付すること。

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成20年3月31日付け林国業第244号林野庁
長官通知）」による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。

５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同
がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名
等を記載すること。

[○／○]



様式４ （記 載 例）
同 種 の 事 業 の 実 績

商号又は名称：(株) ○○林業

項 目

事 事 業 名 素材生産（間伐） 造林事業（下刈）

業 発 注 機 関 名 （財）○○県林業公社 （財）○○県林業公社

名 履 行 場 所 ○○県○○市 ○○県○○市

称 契 約 金 額 ○○○，○○○円 ○○○，○○○円

等 履 行 期 間 平成 年 月 ～ 平成 年 月 平成 年 月 ～ 平成 年 月

事 伐倒、造材、巻立 下刈

業 事 業 の 内 容 間伐面積 ○○ｈａ 下刈面積 ○○ｈａ
間伐材積 ○○ｍ3

の

概
（履行条件がある場合のみ記載）（履行条件がある場合のみ記載）

要
事業の履行条件その他

等

（備考）１ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４とする。
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履
行期限、発注機関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした
契約書又は発注者が発出した下請負承認書等の写し。）を添付すること。

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成20年3月31日付け林国業第244号林野庁
長官通知）」による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。

５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同
がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名
等を記載すること。

[○／○]



様式４（※改善措置用）
同 種 の 事 業 の 実 績

商号又は名称：

項 目 １ ２ ３ 計

事 業 名

発 注 機 関 名

事 履 行 場 所

業 契 約 金 額

名
上位等級へ入札参

称 加する場合の同期
間、同規模の実績

等 金額

履 行 期 間

事
業 事 業 の 内 容
の
概
要
等 事業の履行条件その他

（備考）１ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４とする。
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履
行期限、発注機関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした
契約書又は発注者が発出した下請負承認書等の写し。）を添付すること。

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成20年3月31日付け林国業第244号林野庁
長官通知）」による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。

５ 発注対象事業より下位の等級に格付けされた認定事業主が直近上位より上位に入札する場合、認定事業主以外が上位に入札する場合は、様式
４（改善措置用）付表「上位等級へ入札参加する場合の実績額の考え方及び計算例」に基づき計算し添付すること。

６ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同
がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名
等を記載すること。

[○／○]



様式４（※改善措置用） （記 載 例）
同 種 の 事 業 の 実 績

商号又は名称：(株) ○○林業

項 目 １ ２ ３ 計

事 業 名 素材生産（間伐） 造林（除伐）

発 注 機 関 名 （財）○○県林業公社 ○○県○○市

事 履 行 場 所 ○○県○○市 ○○県○○市

業 契 約 金 額 ○○○，○○○円 ○○○，○○○円 ○○○，○○○円

名 契約書等の金額× 契約書等の金額×

上位等級へ入札参 当 該 発 注 対 象 事 業 の 当 該 発 注 対 象 事 業 の

称 加する場合の同期 履行期間と重複する日数 履行期間と重複する日数

間、同規模の実績 契約書等の契約期間の日数 契約書等の契約期間の日数

等 金額 ＝実績金額 ＝実績金額

○○○，○○○円 ○○○，○○○円 ○○○，○○○円

履 行 期 間 平成○年○月○日 ～ 平成○年○月○日 ～
平成○年○月○日 平成○年○月○日

事 伐倒、造材、巻立 除伐
業 事 業 の 内 容 間伐面積 ○○ｈａ
の 間伐材積 ○○ｍ3 面積 ○○ｈａ
概
要 事業の履行条件その他 （履行条件がある場合 （履行条件がある場合
等 のみ記載） のみ記載）

（備考）１ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４とする。
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履
行期限、発注機関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした
契約書又は発注者が発出した下請負承認書等の写し。）を添付すること。

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成20年3月31日付け林国業第244号林野庁
長官通知）」による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。

５ 発注対象事業より下位の等級に格付けされた認定事業主が直近上位より上位に入札する場合、認定事業主以外が上位に入札する場合は、様式
４（改善措置用）付表「上位等級へ入札参加する場合の実績額の考え方及び計算例」に基づき計算し添付すること。

１ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同
がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名
等を記載すること。

[○／○]



○　事業実績の考え方

・　入札公告の事業又は同種の事業を完了した実績であること。
・　同一年度の実績であること(複数年契約については同一年度又は連続年度)。
・　当該事業発注対象事業の履行期間と同一期間の実績であること。

○　実績額の計算例

当該発注対象事業
１　入札月日　平成23年5月10日
２　作 業 種　地拵・植付、下刈、除伐
３　履行期間　契約の翌日～10月31日

契約書等（同種事業の契約実績）の内容
契約実績１ 契約実績２
１　契約月日　平成21年7月9日 １　契約月日　平成21年9月20日
２　作 業 種 　下刈、除伐 ２　作 業 種 　除伐Ⅱ類
３　契約期間　7月10日～11月30日 ３　契約期間　9月21日～12月10日
４　契約金額　１５，０００，０００円 ４　契約金額　１０，０００，０００円

日数 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

※

22日 31日 30日 31日

10日 31日

※ 当該発注対象履行期間の始期は入札日から起算して７日目を契約日と仮定しその翌日とする。

同期間、同事業の実績計算

 当該発注対象事業の履行期間と重複する日数
　　　　　契約書等の契約期間の日数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  
したがって、実績額（契約実績１、契約実績２の合計）は、　　

１１，８７４，９９９円＋５，０６１，７２８円＝１６，９３６，７２７円　となる。

　契約書等の金額　×

144

     81日

  ＝１１，８７４，９９９円（端数切捨）

＝　実績金額

様式４（改善措置用）付表

81

重複する期間 9/21～10/31 41

上位等級へ入札参加する場合の実績額の考え方及び計算例

9/21～12/10

114

契約書等の契約期間

7/10～10/31

168

契約実績２ １０，０００，０００円 ×

数　　式

契約実績１ １５，０００，０００円 ×

5/17～10/31

7/10～11/30

重複する期間

契約書等の契約期間

  ＝　５，０６１，７２８円（端数切捨）

    114日
    144日

     41日

期　間

当該発注対象履行期間

区　　　　分

契約実績１

契約実績２



様式５

事業成績評定の平均点計算書
（過去2年分(令和４年度及び令和３年度)の森林管理局・署等(他局を含む)が発注する○○事業）

会社名：

年度 署名 事 業 名 完成検査年月日 評定点 備考

計 件

平均点

注１）過去2年分（令和4年度及び令和3年度）の事業成績評定は、完成検査年月日の該当年度で区切ること

とし、森林管理局・署等（他局を含む）の発注した事業のうち、事業成績評定を受けた発注対象事業

と同種の事業（造林又は生産）のすべて（評定点が65点未満のものも含む）を記載すること。

注２）事業成績評定は、一契約毎に記載するものとし、一契約に複数の評定がある場合は平均点を記載する

こと。

注３）平均点の算出は、小数点2位を切り捨てし、小数点1位まで記載すること。

注４）「事業成績評定通知書」の写しを添付すること。

注５）当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（事業成績評定（写））を提出している

場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提

出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。

[○／○]



様式５
（記 載 例）

事業成績評定の平均点計算書
（過去2年分(令和４年度及び令和３年度)の森林管理局・署等(他局を含む)が発注する○○事業）

(注）発注対象事業と同種の事業名（造林又は生産）と記載する。

会社名：○○○（株）

年度 署名 事 業 名 完成検査年月日 評定点 備考

平成○○年度 ○○署 ○○○○○○事業 ○○年○○月○○日 ○○

小計 ○件 ○○

平成○○年度 ○○署 ○○○○○○事業 ○○年○○月○○日 ○○

小計 ○件 ○○

計 ○件 ○○○

平均点 ○○．○

注１）過去2年分（令和4年度及び令和3年度）の事業成績評定は、完成検査年月日の該当年度で区切るこ

ととし、森林管理局・署等（他局を含む）の発注した事業のうち、事業成績評定を受けた発注対象事業と同

種の事業（造林又は生産）のすべて（評定点が65点未満のものも含む）を記載すること。

注２）事業成績評定は、一契約毎に記載するものとし、一契約に複数の評定がある場合は平均点を記載する

こと。

注３）平均点の算出は、小数点2位を切り捨てし、小数点1位まで記載すること。

注４）「事業成績評定通知書」の写しを添付すること。

注５）当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（事業成績評定（写））を提出している

場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提

出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。

[○／○]



様式６

企 業 の 事 業 実 績

会社名：

項 目 具 体 的 な 内 容 該 当

事業に関する表彰 入札公告日の前日から過去10年間における国有林又は国有林 有・無

以外（国（他機関）、都道府県又は市町村）から受けた当該事業

に関連する表彰実績があるか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 国有林からの表彰実績がある。

□ 国有林以外からの表彰実績がある。

本店、支店又は営 当該事業実施県内又は隣接県内に本店、支店又は営業所があ 有・無

業所の所在 るか。

有の場合は次のいずれかをチェック、店名、住所を記載する。

□ 本店がある。

□ 支店又は営業所がある、又は隣接県内に本店がある

店 名：

住 所：

低入札価格調査 入札公告日の前日から過去2年間に低入札価格の調査対象とな 有・無

ったことがあるか。

有の場合、次のいずれかをチェックする。

□ 調査対象となった事業の事業成績評定点がすべて85点以

上である。

□ 調査対象となった事業が低入調査中又は未評定である。

□ 調査対象となり、かつ、いずれかの事業成績評定点が85

点未満である。

注１）事業に関する表彰・・・・・・・表彰状の写しを必ず添付すること。

注２）本店、支店又は営業所の所在・・履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書の写し

を必ず添付すること。

注３）低入札価格調査・・・・・・・・事業成績評定通知書の写しを必ず添付すること。

[○／○]



様式７
配置予定技術者（現場代理人）の資格等

氏 名
項 目

会社名

資格名

事 事 業 名
業
経 発注機関名
験
の 事 業 場 所
概
要 従 事 期 間

配置予定技術者については、事業経験として記載した上記事業に従事したことを証明する。

会 社 名：○○○○
代表者名：○○ ○○

（備考） １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。
２ 公告において明示した競争参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。
３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、ニューグリーンマイスター、フォレストマネージャー、フォレス
トリーダー、フォレストワーカー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載するものとし、資格証の写しを添付すること。（資格を
保有し、同種の実績に従事した実績を有する場合は、実績を記載。）

４ 配置予定技術者の事業経験は、入札公告２(6)、(7)及び入札説明書４(6)、(7)に該当するものとし、従事期間については年度で区切り、契
約期間が年度を跨ぐ場合は、契約日の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし「3ヶ年度」分（年度毎に1件）記載すること。

５ 配置予定技術者は直接雇用する者である証明書（健康保険証、被保険者標準報酬決定通知書等の写し。）を添付すること。
なお、関係書類について被保険者等の記号・番号・金額等が記されている場合は、当該記号・番号・金額等にマスキングを施したものを添
付すること。

６ 配置予定技術者１名に付き１枚（部）に記載すること。
７ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、資格者証（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がな
い場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を
記載すること。

[○／○]



様式７
（ 記 載 例 ）

配置予定技術者（現場代理人）の資格等

氏 名 林 野 太 郎
項 目

会社名 （有）○○林業

①技術士（○○○○）
取得：○年○月○日

資格名 ②林業技士（○○部門）
取得：○年○月○日

事 事 業 名 素材生産（間伐）
業
経 発注機関名 （財）○○県林業公社
験
の 事 業 場 所 ○○県○○市
概
要 従 事 期 間 平成 年 月 ～

平成 年 月

配置予定技術者については、事業経験として記載した上記事業に従事したことを証明する。

会 社 名：○○○○
代表者名：○○ ○○

（備考） １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。
２ 公告において明示した競争参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。
３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、ニューグリーンマイスター、フォレストマネージャー、フォレス
トリーダー、フォレストワーカー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載するものとし、資格証の写しを添付すること。（資格を
保有し、同種の実績に従事した実績を有する場合は、実績を記載。）

４ 配置予定技術者の事業経験は、入札公告２(6)、(7)及び入札説明書４(6)、(7)に該当するものとし、従事期間については年度で区切り、契
約期間が年度を跨ぐ場合は、契約日の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし「3ヶ年度」分（年度毎に1件）記載すること。

５ 配置予定技術者は直接雇用する者である証明書（健康保険証、被保険者標準報酬決定通知書等の写し。）を添付すること。
なお、関係書類について被保険者等の記号・番号・金額等が記されている場合は、当該記号・番号・金額等にマスキングを施したものを添
付すること。

６ 配置予定技術者１名に付き１枚（部）に記載すること。
７ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、資格者証（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がな
い場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を
記載すること。

[○／○]



様式８（一貫作業用）

従事予定者の資格・研修受講の有無

資格・研修受講の有無

特別教 伐木等 特別教 安全衛 車両系 不整地 伐木等 走行集 簡易架 地山掘 はい作 林業架 低コス 低コス 森林作 森林作 高度架 継続

育（改 の業務 育（改 生団体 建設機 運搬車 の機械 材機械 線集材 削作業 業主任 線作業 ト作業 ト作業 業道作 業シス 線技能 教育

正前労 （基発 正後労 等が実 械運転 技能講 の運転 の運転 装置等 主任者 者 主任者 路企画 路技術 設オペ テム高 者養成 (森林

氏 名 働安全 第0214 働安全 施する 技能講 習 に関す 業務に の運転 及び機 者養成 者養成 レータ 度技能 研修 分野C 備 考
衛生規 第 9 号 衛生規 刈払機 習（整 る特別 関する 業務に 械集材 研修 研修 ー研修 者育成 PD)

則36条 第2の1 則36条 取扱作 地・運 教育 特別教 関する 装置の 研修

8号） 特別教 8号） 業者に 搬・掘 育 特別教 運転の

育（補 対する 削等） 育 業務に

講）） 安全衛 関する

生教育 特別教

育

（備考）１ 作業内容に応じて法令上必要とされている資格内容等について記載する。
２ 「資格・研修受講の有無」欄には、従事予定者が取得済の資格等に○印を付けること。
３ 林業架線作業主任者は、入札公告等で架線集材でない場合は○印の記載を省略すること。
４ 「資格・研修受講」が有の場合は、資格証・修了書の写しを添付すること。（継続教育(森林分野CPD）は、証明書の写し。）
５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（修了証等（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出
を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。

[○／○]



様式８（一貫作業用）
（記 載 例）

従事予定者の資格・研修受講の有無

資格・研修受講の有無

特別教 伐木等 特別教 安全衛 車両系 不整地 伐木等 走行集 簡易架 地山掘 はい作 林業架 低コス 低コス 森林作 森林作 高度架 継続

育（改 の業務 育（改 生団体 建設機 運搬車 の機械 材機械 線集材 削作業 業主任 線作業 ト作業 ト作業 業道作 業シス 線技能 教育

正前労 （基発 正後労 等が実 械運転 技能講 の運転 の運転 装置等 主任者 者 主任者 路企画 路技術 設オペ テム高 者養成 (森林

氏 名 働安全 第0214 働安全 施する 技能講 習 に関す 業務に の運転 及び機 者養成 者養成 レータ 度技能 研修 分野C 備 考
衛生規 第 9 号 衛生規 刈払機 習（整 る特別 関する 業務に 械集材 研修 研修 ー研修 者育成 PD)

則36条 第2の1 則36条 取扱作 地・運 教育 特別教 関する 装置の 研修

8号） 特別教 8号） 業者に 搬・掘 育 特別教 運転の

育（補 対する 削等） 育 業務に

講）） 安全衛 関する

生教育 特別教

育

林野 太郎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

林野 次郎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

林野 三郎 ○ ○ ○

（備考）１ 作業内容に応じて法令上必要とされている資格内容等について記載する。
２ 「資格・研修受講の有無」欄には、従事予定者が取得済の資格等に○印を付けること。
３ 林業架線作業主任者は、入札公告等で架線集材でない場合は○印の記載を省略すること。
４ 「資格・研修受講」が有の場合は、資格証・修了書の写しを添付すること。（継続教育(森林分野CPD）は、証明書の写し。）
５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（修了証等（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出
を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。

[○／○]



様式９

地 域 へ の 貢 献

会社名：

項 目 具 体 的 な 内 容 該 当

災害協定等 入札公告日の前日から過去5年間における国有林又は国有林以 有・無

外（国（他機関）、都道府県又は市町村）と現在締結している災

害協定等に基づく活動実績があるか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 国有林との災害協定に基づく活動実績がある。

□ 国有林以外との災害協定に基づく活動実績がある。

防災活動に関する 入札公告日の前日から過去10年間における国有林又は国有林 有・無

表彰 以外（国（他機関）、都道府県又は市町村）からの防災活動に関

する表彰実績があるか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 国有林からの表彰実績がある。

□ 国有林以外からの表彰実績がある。

国土緑化活動 入札公告日の前日から過去5年間における植林活動、国有林又 有・無

は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市町村）との分収林

等契約の取組実績があるか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 国有林で実績がある。

□ 国有林以外で実績がある。

ボランティア活動 入札公告日の前日から過去2年間における国有林又は農林水産 有・無

（東日本大震災に係 省（国有林以外）、国（他機関）、都道府県又は市町村でのボラ

る活動を除く。） ンティア活動実績があるか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 国有林で活動実績がある。

□ 国有林以外で活動実績がある。

入札公告日の前日から過去1年間における有害鳥獣捕獲への協 有・無

力活動（シカ対策）の実績があるか。

地域の民有林管理 森林経営管理法に基づき、市町村から経営管理実施権の設定 有・無

への貢献の取組 を受けているか。

当該都道府県の知事から、森林経営管理法第36条第2項の要件 有・無

に適合する者として公表されているか。

公表された都道府県を記載する。

都道府県名：

「育成を図る林業経営体」（H30.2.6長官通知）に選定されて 有・無

いるか。

民有林管理の実績について、次のいずれかをチェックする。



□ 森林経営計画を自ら作成し、認定を受けている。

□ 入札公告日の前年度に民有林における森林整備作業を請

け負った実績がある。

注１）災害協定等

①国有林との災害協定等に基づき要請を受けて活動した実績があれば「国有林との災害協定に基

づく活動実績がある」にチェックし、国有林以外との災害協定等に基づき活動した実績があれば

「国有林以外との災害協定に基づく活動実績がある」にチェックする。

②活動実績を証明するものとして、国有林における災害協定等（東北森林管理局における森林災

害ボランティア及び国有林防災ボランティア協定を含む）の場合は協力要請文及び報告書(森林

管理署等の接受印のあるもの)の写しを、それ以外の災害協定にあっては「災害協定書」や会員

名簿等の写し及び協力要請文並びに報告書の写しを、口頭要請等により協力要請文がない場合は

活動実績の概要が分かる証明書等の写しを必ず添付すること。

注２）防災活動に関する表彰

表彰状の写しを必ず添付すること。

注３）国土緑化活動

①国土緑化活動は、国有林での活動実績があれば「国有林の実績がある」にチェックし、国有林

以外（国（他機関）都道府県又は市町村）での活動実績があれば「国有林以外で実績がある」に

チェックする。ただし、契約書等が個人名義の場合は、対象としない。

②国土緑化活動を証明するものとして、「分収育林契約書」や「分収造林契約書」の写し、その

他の場合は緑化活動の契約書又は依頼文等の写し及び活動概要の分かる証明書等の写しを必ず添

付すること。

注４）ボランティア活動

①事業体としての活動実績に限り認めることとし（個人の活動実績は対象としない。）、国有林で

の活動実績があれば「国有林の活動実績がある」にチェックする。

なお、国有林外での活動は「国有林以外で活動実績がある」にチェックする。

②ボランティア活動を証明するものとして、協力要請文又は案内状の写し及び活動概要の分かる

（作業内容、場所、実施日等が確認できる文書、入林届等）報告書のほか、礼状・感謝状等の要

請機関の発行する証明書の写しを必ず添付すること。

③有害鳥獣捕獲への協力活動（シカ対策）については、協力要請文又は案内状の写し及び活動概

要の分かる（作業内容、場所、実施日等が確認できる文書、入林届等）報告書のほか、礼状・感

謝状等の要請機関の発行する証明書の写し等を必ず添付すること。

注５）経営管理

①公表の写し等証明できるものを必ず添付すること。

②設定の写し等証明できるものを必ず添付すること。

注６）地域の民有林管理への貢献の取組

①登録証の写し又は、各都道府県が公表している林業経営体名簿の写しを必ず添付すること。

②森林整備作業を請け負ったことが証明できる契約書等の写しを必ず添付すること。

[○／○]



様式10

従業員の雇用形態・地元雇用・月給制

会社名：

№ 従業員氏名 雇用形態 地元雇用 月給制

直雇・ 常用・ 適否 備考 居住地 適否 備考 賃金 適否 備考

下請別 臨時別 制度

(注2) (注2) (注3) (注4) (注5) (注6) (注4) (注7）(注7) (注8)

１ ○○ ○○ 直雇 常用 適 ○○市 月給 適

２ ○○ ○○ 直雇 臨時 ○○町 適 － －

３ ○○ ○○ 下請 ○○村 適 － －

４ ○○ ○○ 直雇 常用 適 ○○村 適 月給 適

５ ○○ ○○ 直雇 常用 適 ○○町 適 月給 適

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 5 ３ 3÷5= ４ 4÷5= ３ 3÷3=

60％ 80％ 100％

注１）素材生産事業、造林事業に係わる全ての従業員の雇用状況等を記載すること。

注２）直雇・下請等別欄には、直接雇用者又は下請企業等の雇用者の別を記載し、常用・臨時雇用

者別欄には直接雇用者に限り、常用又は臨時の別を記載すること。

なお、事業協同組合については、当該事業協同組合が直接雇用した者を直接雇用者とし、組

合員が直接雇用した者については、下請企業等の雇用者として取り扱うこと。

注３）従業員のうち、直接雇用で、かつ、常用雇用者には、適否欄に「適」と記入すること。

注４）備考欄の「合計」には、「適とする従業員数」を「合計従業員数」で除した割合（％）を記

載すること。

注５）居住地欄には、市町村名を記載する。

注６）作業員の内、発注森林管理署管内に居住している者には、適否欄「適」を記入する。

注７）賃金制度欄には、直接雇用で、常用雇用者について、賃金の支払い方法（日給、日給月給、

月給別を記載する。なお、記載する対象者は常用雇用者のみとし、臨時雇用者・下請けの雇用

者は除く。適否欄には、月給制の場合のみ「適」を記入する。

注８）備考欄の「合計」には、「適とする従業員数」を「直接雇用（臨時雇用者は除く）の従業員

数」で除した割合（％）を記載する。

注９）記入欄は従業員数に応じて適宜追加すること。

[○／○]



様式11

従 業 員 名 簿

会社名：

(1) 従業員の社会保険等への加入状況

ふ り が な 社 会 保 険 等
備 考

氏 名 健康保険 年金保険 雇用保険

名 称1

名 称2

名 称3

名 称4

名 称5

･

･

･

注) ① 配置予定の従業員(現場代理人及び従業員)について記載する。
② 加入する社会保険の名称を記載する。
・健康保険については、名称として、健康保険、国民健康保険、適用除外(後
期高齢者等の場合)等と記載。
・年金保険については、名称として、厚生年金、国民年金、受給者(受給者
の場合)等と記載。
・雇用保険については、名称として、雇用保険、日雇(日雇者の場合)、適用
除外(事業主の場合)等と記載。
③ 備考欄には、年齢等を記載する。

(2) 保険加入状況を証明する資料

注）保険料の領収済み通知書等関係資料のコピーを添付する。なお、関係書類
について被保険者等の記号・番号・金額等が記されている場合は、当該記号・

番号・金額等にマスキングを施したものを添付すること。

[○／○]



様式12

企 業 の 信 頼 性

会社名：

項 目 具 体 的 な 内 容 該当

伐採・造林に関す 伐採・造林に関する行動規範を策定している又は所属する業 有・無

る行動規範の策定 界団体等が作成した行動規範を遵守しているか。

月給制への対応 事業に従事する従業員全員（臨時雇用者・下請の雇用者を除 有・無

く）に月給制を導入している。

人材育成の貢献 入札公告日の前日から過去１年間に林業従事者促進のため、 有・無

林業大学校、農林高校等のインターンシップ、実習等の受け入

れの実績があるか。

労働福祉等の状況 林業退職金共済機構、建設業退職金共済組合又は中小企業退 有・無

職金共済事業団との退職金共済契約締結しているか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 従業員の全員について締結している。

□ 従業員の一部について締結していない。

働き方改革の取組 事業体として、労働生産性の向上のため、効率的な作業シス 有・無

（入札公告日の前 テム、工程管理の工夫等を行うとともに、生産性向上の目標を

日から過去１年間） 持って取り組んでいるか。

前年度実績 当該箇所におけ

る生産性目標値

総人工 総生産量 生産性

（人） （㎥） （㎥/人日）

※実績は民国問わない。

事業体として、現場従事者の技術の向上に向け、技術指導、 有・無

研修会・講習会の開催・参加、資格取得への支援等を行う体制

を有しているか。

事業体として、作業の平準化、天候に応じた就業調整等によ 有・無

り、現場従業員の休暇日数の確保と休養、健康管理に組織的に

取り組んでいるか。

ワーク・ライフ・ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年 有・無

バランス等の推進 法律第64号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づく認定を

受けその実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表している

か。

有の場合は次の４項目のいずれに該当するか。

□ プラチナえるぼし認定

※１女性活躍推進法第12条の規定に基づく認定

□ えるぼし３段階目認定

□ えるぼし２段階目認定



□ えるぼし１段階目認定

※２ 女性活躍推進法第９条の規定に基づく認定

一般事業主行動計画の策定義務がない常時雇用者が300人以 有・無

下の事業主が行動計画を策定しているか。

※３ 女性活躍推進法第８条の規定に基づく認定

次世代育成支援対策促進法（次世代法）に基づく｢くるみん認 有・無

定企業｣の認定の有無等について、次のいずれかに該当するか。

□ ｢プラチナくるみん認定企業｣である。

□ ｢くるみん認定企業｣である。

□ ｢くるみん認定企業｣の認定基準７～９

の全てを満たしている。

青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基 有・無

づく｢ユースエール認定企業｣の認定の有無等について、次のい

ずれかに該当するか。

□ ｢ユースエール認定企業｣である。

□ 過去３年間に若手(35歳未満)の新規雇用があり、公告の

日まで雇用が継続している。

□ 入札公告日の前日から過去１年間に各種の資格取得支援

等若手の技術の確保・育成に取り組んでいる。

安全管理 入札公告日の前日から過去2年間の休業4日以上の労働災害が 有・無

あるか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 休業4日以上の労働災害が1～2件ある。

□ 重大災害又は休業4日以上の労働災害が3件以上ある。

事業年度の前年度までにリスクアセスメントに取り組んでい 有・無

るか。

有の場合は次のいずれかをチェックする。

□ 安全コンサルタントによる安全診断及びリスクアセスメ

ントに取り組んでいる。

□ 安全コンサルタントによる安全診断又はリスクアセスメ

ントに取り組んでいる。

林業経営体登録の ｢林業経営体に関する情報の登録・公表について｣(H24.2.28 有・無

有無 長官通知)に基づく認定の有無。

不誠実な行為 入札公告日の前日から過去2年間における営業停止及び指名停 有・無

止の処分又は文書による指導・注意を受けたことがあるかの有

無。

※ 該当する場合には次の書類を添付すること。

伐採・造林に関する行動規範の策定・・・会社・個人での行動規範の作成写し又は素流協

や各団体等の行動規範の写し。

月給制への対応・・・・・雇用条件通知書等の写し。

人材育成の貢献・・・・・インターンシップ等を受け入れたことを証明できる文書又は証

明書等の写し。

労働福祉等の状況・・・・契約書又は証明書の写し。



働き方改革の取組

1.労働生産性の向上・・・・・・・・総人工、総生産量は前年度実績を記載、目標は今

年度目標を記載する。

2.現場従事者の技術の向上・・・・・研修会等の開催など確認できる書面の写し。

3.現場従業員の休暇日数の確保・・・就業規則等休暇日数が確認できる書面の写し。

ワーク・ライフ・バランス等の推進・・・認定申請書の写し等

安全管理・・・・・・・・労働者死傷病報告の写し（労基署の受付印のあるもの）。

全国素材生産業協同組合連合会（委託先含む）の安全診断、リ

スクアセスメントの受講の写し。

林業経営体登録の有無・・登録証の写し。又は都道府県が公表している林業経営体名簿の

写し。

不誠実な行為・・・・・・営業停止及び指名停止の通知書の写し。

注１)ワーク・ライフ・バランス等の推進・・・申請書の写し

①｢えるぼし認定企業｣の申請書は、一般事業主行動計画策定・変更届の写し

②｢くるみん認定企業｣の申請書は、基準適合一般事業主認定申請書(くるみん認定申請書)の写し

③｢プラチナくるみん認定企業｣の申請書は、基準適合認定一般事業主認定申請書(プラチナくるみ

ん認定申請書)の写し

④｢ユースエール認定企業｣の申請書は、基準適合事業主認定申請書の写し

[○／○]



様式13

農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）

事業者向け チェックシート

事業者名

記入者 役職・氏名

業種 素材生産／造林／その他（ ）

（○を付ける。複数選択可）

雇用労働者の有無 有 ／ 無

記入日 令和 年 月 日

現在の取組状況をご記入下さい。

具体的な事項 ○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

1 作業安全確保のために必要な対策を講じる

1-(1) 人的対応力の向上

1-(1)-① 作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定する。

1-(1)-② 知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任する。

1-(1)-③ 作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関す

る最新の知見や情報の幅広い収集に努める。

1-(1)-④ 適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就かせる。

1-(1)-⑤ 職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全意識を

周知・徹底する。

1-(1)-⑥ 安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。

1-(2) 作業安全のためのルールや手順の順守

1-(2)-① 関係法令等を遵守する。

1-(2)-② 高性能林業機械やチェーンソー等、資機材等の使用に当たっては、

取扱説明書の確認等を通じて適切な使用方法を理解する。

1-(2)-③ 作業に応じ、安全に配慮した服装や保護具等を着用する。

1-(2)-④ 日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状態

の管理を行う。

1-(2)-⑤ 作業中に必要な休憩をとる。また、暑熱環境下では水分や塩分を

摂取する。

1-(2)-⑥ 作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を受

ける。

1-(3) 資機材、設備等の安全性の確保

1-(3)-① 燃料や薬剤など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、安

全に取り扱う。

1-(3)-② 機械や刃物等の日常点検・整備・保管を適切に行う。

1-(3)-③ 資機材、設備等を導入・更新する際には、可能な限り安全に配慮

したものを選択する。

1-(4) 作業環境の改善

1-(4)-① 職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々の

健康状態に応じて適切に分担を変更する。

1-(4)-② 高齢者を雇用する場合は、高齢者に配慮した作業環境の整備、作

業管理を行う。

1-(4)-③ 安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化又



は可視化し、全ての従事者が見ることができるようにする。

1-(4)-④ 現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。

1-(4)-⑤ ４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。

1-(5) 事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用

1-(5)-① 行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤリ・

ハット事例を積極的に収集・分析・共有し、再発防止策を講じる

とともに危険予知能力を高める。

1-(5)-② 実施した作業安全対策の内容を記録する。

2 事故発生時に備える

2-(1) 労災保険への加入等、補償措置の確保

2-(1)-① 経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を講

じる。

2-(2) 事故後の速やかな対応策、再発防止策の検討と実施

2-(2)-① 事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、その後の調査、

労基署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化する。

2-(3) 事故時の事業継続のための備え

2-(3)-① 事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業が

継続できるよう、あらかじめ方策を検討する。

注：「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向け」及び「農林水産業・

食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向け解説資料」は、林野庁ホームページに掲載

しているので参考にされたい。

( http://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/anzenkihan.html)



様式15

検知業務実績

氏 名
項 目

添付書類
業務実績 １ヶ年度 ２ヶ年度 １ヶ年度 ２ヶ年度

記載した資格名の
資格証の写し

資 格 名

検 事 業 名 記載した事業名の
知 契約書の写し及び製
業 発注機関名 材工場等への納品伝
務 票の写し
の 事 業 場 所
概
要 従 事 期 間

上記の者については、業務実績として記載した検知業務に従事したことを証明する。

会 社 名：○○○○
代表者名：○○ ○○ 印

（備考）１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。
２ 業務実績は、入札公告２(13)及び入札説明書４(13)の従事期間（２年以上）については年度で区切り、契約期間が年
度を跨ぐ場合は、契約日の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし記載すること。

３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、フォレストマネージャー、フォレストリー
ダー、フォレストワーカー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載すること。

４ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（資格証（写）、契約書及び納品伝票（写））を提出し
ている場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１（別添）「提出
書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。



様式15
（ 記 載 例 ）
検知業務実績

氏 名 ○○ ○○ ○○ ○○
項 目

添付書類
業務実績 １ヶ年度 ２ヶ年度 １ヶ年度 ２ヶ年度

①技術士（○○○○） なし 記載した資格名の
取得：○年○月○日 資格証の写し

資 格 名
②林業技士（○○部門）
取得：○年○月○日

検 事 業 名 公有林間伐 素材検知業務請負 素材検知業務請負 立木販売 記載した事業名の
知 契約書の写し及び製
業 発注機関名 ○○林業公社 ○○森林管理署 ○○森林管理署 ○○森林管理署 材工場等への納品伝
務 票の写し
の 事 業 場 所 ○○県○○市 ○○国有林 ○○国有林 ○○国有林
概
要 従 事 期 間 平成20年6月 ～ 平成23年5月 ～ 平成23年5月 ～ 平成25年5月 ～

平成20年10月 平成24年2月 平成24年2月 平成25年12月

上記の者については、業務実績として記載した検知業務に従事したことを証明する。

会 社 名：○○○○
代表者名：○○ ○○ 印

（備考）１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。
２ 業務実績は、入札公告２(13)及び入札説明書４(13)の従事期間（２年以上）を年度で区切り、契約期間が年度を跨ぐ
場合は、契約日の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし記載すること。

３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、フォレストマネージャー、フォレストリー
ダー、フォレストワーカー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載すること。

４ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（資格証（写）、契約書及び納品伝票（写））を提出し
ている場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１（別添）「提出
書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。


